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令和６年度普通会計決算状況の概要について 

 

 

 令和６年度普通会計決算（一般会計歳入・歳出総額に賃貸住宅事業特別会計３５，６１７千円を加算したもの）は、歳入が前年度比２６３．１％増の 

８５，４７０，３９６千円、歳出は３０１．０％増の８１，４９１，９６２千円となり、歳入歳出ともに前年度を大きく上回った。実質収支は 

２，１５２，８７５千円の剰余となったことから、財政調整基金へ１，２７０，０００千円を積立て、残高は、４，００４，０４６千円となった。 

 地方債現在高は、前年度比１８０．２％増の４３，６７９，４８２千円となり、主な増加要因は、災害対策債２７，８３３，７００千円の借り入れによ

るものである。 

 財政指標のうち将来負担比率は令和６年度決算においては、災害対応にかかる特別交付税の増額やふるさと納税寄附金等の支援をいただき、令和５年度

決算に引き続き「該当なし」となり、実質公債費比率は１．２ポイント増の１６．３％となり、経常収支比率については２．４ポイント増の９９．２％と

なった。 

 

１．歳入の主なるものについて 

 地方税は、個人住民税全体では２９．３％減の３２８，９７２千円（前年度比△１３６，３６０千円）となった。 

 また、法人住民税は６０．４％増の８９，９３６千円（前年度比＋３３，８６８千円）、固定資産税及び都市計画税は１８．８％減の５６９，０７９千円

（前年度比△１３２，０８９千円）となった。地方税全体としては１６．７％減の１，１４１，５７３千円（前年度比△２２９，４０１千円）となった。 

 利子割交付金は、３４．７％増の６０９千円（前年度比＋１５７千円）。配当割交付金は、３２．７％増の８，５２８千円（前年度比＋２，１０１千円）。

株式等譲渡所得割交付金は、７２．２％増の１２，９４８千円（前年度比＋５，４３１千円）となった。 

 地方消費税の一部を財源とし、人口と従業者数との按分により交付される地方消費税交付金は２．３％増の３３６，４４８千円（前年度比 

＋７，５６３千円）、自動車税環境性能割交付金は９．７％増の１８，２８１千円（前年度比＋１，６０９千円）となった。 

 また、地方交付税については、普通交付税は、０．２％増の５，１０９，４８５千円（前年度比＋８，７１７千円）、特別交付税は災害対応に要する経費

が算定された結果、２６．４％増の７，５９９，３７３千円（前年度比＋１，５８６，５１１千円）となった。 

 地方特例交付金については、令和６年度に実施された定額減税の減収分が交付金として交付された結果、１，３７１．２％増の５４，０２３千円（前年

度比＋５０，３５１千円）。 分担金及び負担金は、３３．０％減の１１，８１０千円（前年度比△５，８０５千円）。 
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 国庫支出金は、災害復旧事業費支出金２８，５６１，０５８千円の増により１，８４３．４％増の３０，０３６，８２６千円 

（前年度比＋２８，４９１，２４４千円）。 

 県支出金は、災害救助費負担金や能登半島地震復興基金交付金が交付されたことから、１２１．１％増の４，５３９，０１９千円 

（前年度比＋２，４８５，７３８千円）。 

 寄附金は、令和５年度に引き続き、震災からの復旧・復興支援のため、ふるさと納税寄附金による支援をいただき、前年度とほぼ同額の 

１，９０５，４０８千円（前年度比△２，４４７千円）。 

 繰入金は、震災からの復旧・復興にかかる事業へ充当するため、震災復興基金１，１９９，５６０千円を取り崩した一方、財政調整基金の取り崩しが無

かったことにより１９．５％減の２，３８５，５６８千円（前年度比△５７６，９５８千円）。 

 繰越金は、繰越明許費繰越金の増により４０８．８％増の１，５５３，８５５千円（前年度比＋１，２４８，４５４千円）となった。 

 諸収入は、市町村振興協会交付金及び仮設施設整備支援事業助成金等の交付を受け、５４９．８％増の９３４，６９６千円 

（前年度比＋７９０，８５６千円）となった。 

 市債は、公費解体や災害ごみ処理にかかる費用に対して災害対策債２７，８３３，７００千円を借り入れていることから、１，９５１．２％増の 

２９，５１６，６００千円（前年度比＋２８，０７７，６００千円）。うち臨時財政対策債は、発行なし（前年度比△２９，０００千円）であり、国の示す

地方税・地方交付税・臨時財政対策債等を合計した一般財源等の総額は６，８９７，０８９千円（１．９％減、△１３３，９６４千円）と減少したことか

ら、経常収支比率の上昇要因となっており、厳しい状況にある。 

 

２．歳出の主なるものについて 

 義務的経費のうち人件費は、１．４％増の１，９３９，８８４千円（前年度比＋２６，９１２千円）。 

 公債費は、平成２２年度過疎対策事業債の償還終了により、４．９％減の１，４９３，５３１千円（前年度比△７６，２１２千円）。 

 扶助費は、災害弔慰金等の増により７３．４％増の１，３４９，２９８千円（前年度比＋５７１，０８５千円）。 

 物件費は、災害ごみ処理事業費、全壊家屋等解体撤去事業費等の増により、１，９８２．１％増の５８，０３９，５４５千円（前年度比 

＋５５，２５２，０２２千円）。 

 維持補修費は、道路等維持事業(除雪)等の増により１２．３％増の２９１，５１８千円（前年度比＋３１，９７７千円）。 

 補助費等は、災害救助費負担金返還金、中長期災害派遣職員費の増等により、４１．１％増の５，２５６，１８３千円 

（前年度比＋１，５３０，７１６千円）。 
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 積立金は、珠洲市震災復興基金への積立てが増加した一方、減債基金、公共施設管理基金への積立てが減少したことにより、７．９％減の 

５，３６２，３６２千円（前年度比△４６２，６９７千円）となった。 

 投資的経費のうち、普通建設事業は３９．８％減の９８４，７５０千円（前年度比△６５０，４０４千円）となった。 

 内訳は、補助事業全体では２８．４％減の６０６，１７７千円（前年度比△２４０，１８３千円）となった。 

 単独事業（県営負担金等含む）では、スズ・シアター・ミュージアム付帯施設整備事業（潮騒レストラン）の完了等により、５２．０％減の 

３７８，５７３千円（前年度比△４１０，２２１千円）となった。 

 災害復旧事業は、能登半島地震及び奥能登豪雨に対する災害復旧事業によるもので、６７１．０％増の５，６４８，３３０千円 

（前年度比＋４，９１５，６９６千円）。 

 その結果、投資的経費全体では、１８０．１％増の６，６３３，０８０千円（前年度比＋４，２６５，２９２千円）となった。 

 

３．その他 

 普通会計（一般会計）から、特別会計並びに企業会計への繰出金等（負担金、補助金、投資及び出資金、繰出金）としての総額は２，６２２，６０７千

円であり、前年度比＋４００，０７６千円となった。増加の主な要因は、病院事業会計（＋３２５，４９９千円）への繰出の増など。（５頁参照） 

 

４．まとめ 

 令和６年能登半島地震及び奥能登豪雨の影響により甚大な被害が発生したことから、生活再建及び災害復旧費用が膨大なものとなった一方で、支援金や

ふるさと納税など多くのご支援をいただいたことに加え、災害対応に要する経費に基づいた特別交付税などが増額交付されたことから、復旧・復興に向け、

珠洲市震災復興基金に差引約４０億９，０００万円を積立て、基金残高は約８０億９，０００万円となった。 

 財政指標においては、令和６年度決算では、経常収支比率は９９．２％（対前年度比＋２．４ポイント）と前年度と比較し増加しており、今後も上昇す

るものと推測する。また、実質公債費比率は１６．３％（対前年度比＋１．２ポイント）と地方債発行の許可が必要となる１８％を下回っているものの、

近年の大型建設事業による地方債の償還のほか、震災からの復旧・復興にあたり多額の地方債を借り入れていることから、今後さらに上昇するものと推測

する。 

 一方で歳入は、市税収入が約１１億４，０００万円であり、前年度に比べ約２億３，０００万円減少している。また、普通交付税は約５１億円であり、

ほぼ横ばいで推移しているものの、令和８年度においては、国勢調査の結果が反映され、減少する可能性が極めて高いことから、一気に危機的状況に陥る

ことも想定でき、予断を許さない状況である。 
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 加えて、病院・水道・下水道事業会計においても経営環境は大変厳しい状態であることから、持続可能な行財政運営の方向性を早急に検討していく必要

がある。 
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普通会計から他会計への繰出金等の状況 

（単位：千円） 

会 計 名 決算額 前年度決算額 

特 

別 

会 

計 

国民健康保険特別会計 １３２，２５７ １２０，０３７ 

介護保険特別会計 ４１６，４８４ ３７６，８２２ 

後期高齢者医療特別会計 ３６１，８２６ ３３２，９３７ 

小  計 ９１０，５６７ ８２９，７９６ 

企 

業 

会 

計 

病院事業会計※ ９４８，８２５ ６２３，３２６ 

水道事業会計 １６７，５９６ １７９，４１８ 

下水道事業会計 ５９５，６１９ ５８９，９９１ 

小  計 １，７１２，０４０ １，３９２，７３５ 

合   計 ２，６２２，６０７ ２，２２２，５３１ 

               ※国保会計からの繰出金は除く。 
  

（参考） 

組 

合 

奥能登広域圏事務組合※ ５０８，４６６ ５３８，８８５ 

奥能登クリーン組合 ９８，９０８ １７６，５６４ 

合   計 ６０７，３７４ ７１５，４４９ 

               ※消防団員等公務災害補償を含む。 


